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．本論の目的
本論では、信用金庫の中小企業金融における役割、存在意義が大きなものとしてとらえ、
預貸率を中心に信用金庫の貸出に関する行動について把握することを目的とする。
協同組織金融機関である信用金庫は、地域・中小企業金融の担い手として地方銀行、第二
地方銀行と営業地域内で競合している。信用金庫は設立過程や存在意義、その目的が株式会
社である地方銀行や第二地方銀行とは異なっており、その評価について収益性や効率性だけ
で議論すべきではない。むしろ、信用金庫はたとえコストが上昇してでも地域経済、住民、
そして中小企業のニーズに応えるために行動し、いかに貢献できているかを評価の項目に加
える必要がある。
そこで本論では信用金庫を研究の対象とし、中小企業金融において評価されるべき指標と
して 預貸率 を用いることにした。地域経済を担う金融機関として地域に還元しているか
をみる指標として、預貸率が妥当であると考えたからである。そして、預貸率の高い信用金
庫を抽出し、当該信用金庫の経営方針や戦略、行動がいかにして預貸率の高さに結びついて
いるかを、量的指標ではなく質的研究によって対象に接近してその要因を導き出すことにし
た。信用金庫の貸出が向上する要因を検討し、さらに収益性や効率性の追求だけではなく、
中小企業や地域との近接性や親密性を機能させ、利用者の期待に応えられる金融サービスの
実現を模索している信用金庫の実態を明らかにする。
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．まとめ─地域金融機関としての評価項目の必要性
）本論は平成 年度および平成 年度大阪商業大学研究奨励助成費制度に基づいて行ったものである。
．信用金庫に関する先行研究とその課題と本論の位置づけ
地域金融、中小企業金融を支える協同組織金融機関の つとして信用金庫は存在する。し
かし、株式会社である銀行と信用金庫とではその意義や目的が異なっている。信用金庫は会
員の出資により設立され、“相互扶助”という理念のもと地域経済の発展に資すべき存在と
して位置づけられる ）。株式会社である銀行は、株主の利益、収益性が第一であり、信用金
庫と銀行は異なった視点で評価をされるべきであり、また同じような経営をする必要性もない。
信用金庫をはじめとする協同組織金融機関の存在意義は、かつて銀行が大企業志向型融資
に集中してしまった環境において、市民や中小企業に資金を供給する存在であったことに遡
る。戦後、銀行は系列企業や地元の有力企業に資金を供給したが、その一方で、中小企業や
個人へ資金供給する金融機関は不足していた。そこで、市民金融の担い手であった信用協同
組合を再編し、中小企業金融の中心へと信用金庫、信用組合を位置づけたのである。しか
し、時代が進み、銀行と協同組織金融機関との競争が激化しその垣根が崩れて、金融機関と
しての区分が希薄化し同じ業務や経営戦略を採っているかにみえるように変化した。また、
銀行と協同組織金融機関を同じ指標で評価して妥当なのかという点も疑問が生じている。自
己資本比率の強化や収益性の向上といった点だけで金融機関を評価するならば、協同組織金
融機関本来の目的である相互扶助から乖離してしまう ）。
このように信用金庫は銀行とは異なった存在意義や役割を有しており、それゆえに関心も
高く信用金庫に関する研究はこれまで数多くなされている。信用金庫業界全体を取り上げて
いる研究としては、村本（ ）はこれまでの信用金庫研究に関する議論を制度面、税制
面、ガバナンス面などから多岐にわたる視点から信用金庫を論じ、協同組織金融機関として
の信用金庫の存在意義をまとめている。家森（ ）は地域金融機関の一つとして信用金
庫・信用組合に触れ、ガバナンスやディスクロージャーについて論じ、さらには米国におけ
る地域社会再投資法の日本への導入に関する課題に言及している。
信用金庫の財務データや経済指標を用いて分析している研究は、たとえば宮 （ ）が
あり、預貸率が低く収益性の高い 信用金庫を抽出し、その収益構造を比較し収益性、効率
性、生産性について分析している。この研究では信用金庫の預貸率に注目はしているが、預
貸率の低い信用金庫に焦点を当て、収益力に議論の焦点を置いていることが特徴である。堀
江・川向（ ）や堀江（ ）は地域金融機関の つの形態として信用金庫を取り上げ、
メッシュデータを用いて競合金融機関や地域の企業数を算出し、信用金庫の収益性を分析し
ている。滝川（ ）では、各信用金庫のディスクロージャーのデータをもとに、主成分分
析により協同組合組織性、地域金融機関性、中小企業機関性の指標を導き出し、さらには上
記 つの指標をもとに主成分分析により信用金庫らしさという指標を導き出しランキングを
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）たとえば、全国信用金庫協会は、信用金庫を 地域の方々が利用者・会員となって互いに地域の繁栄を
図る相互扶助を目的とした協同組織の金融機関で、主な取引先は中小企業や個人である。利益第一主義で
はなく、会員すなわち地域社会の利益が優先される。さらに、営業地域は一定の地域に限定され、預かっ
た資金はその地域の発展に生かされている点も銀行と大きく異なる としている。
）林（ ） 。
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している。滝川の研究は全信用金庫の個別データを使用し、かつ地域特性を考慮するために
地区人口や地区総面積といったデータを用いている点が特徴であり、量的データを用いた分
析として注目すべき研究である。
信用金庫の事例を取り上げ調査しているものも多く存在している。信用金庫の取り組みを
例示し紹介しているものとしては、松本・前泊・韓・岩堀（ ）があり、地域活性化の視
点から鹿児島や北海道の信用金庫の取り組みを紹介している。また、関・鈴木（ ）は地
域貢献という視点からインタビュー調査による研究として つの信用金庫の地域貢献活動を
紹介している。
しかし、 信用金庫という業態全体を分析しその特徴の把握を試みている研究では、集合
体として信用金庫の動向は把握できるものの、個々の信用金庫の特徴が明確にならないとい
う課題があげられる。また、 信用金庫の財務データや経済指標を用いた分析では、数値と
いう結果だけで分析しているので個々の信用金庫の具体的な実態や取り組みを考慮していな
いという課題が存在する。また、協同組織金融機関である信用金庫の目的が株式会社である
銀行とは異なり収益生の追求ではないにもかかわらず、収益性に議論が集中してしまってい
る点も指摘できる。 個々の信用金庫を取り上げた研究では、地域貢献という取り組みに焦
点は当ててはいるものの、“貸出”という信用金庫本来の行動に焦点を当てていない。ま
た、取り上げた事例としての信用金庫の抽出理由などが明確になっていないという課題が存
在する。以上のように、それぞれ成果のある研究ではあるが、経済学的な視点から結果であ
る数値のみを統計的に分析している研究が多く、個々の信用金庫の事例を取り上げ、信用金
庫本来の貸出という基本的な業務の把握から預貸率増加という結果につながるプロセスを置
き去りにしてしまっている点が課題として指摘されるべきであろう。
そこで本論では、中小企業金融の役割、すなわち地域から資金を集め地域にその資金を還
元しているかを判断する指標として 預貸率 に限定して焦点を当てる ）。預貸率に関して
は、寺崎（ ）は 預貸率の低下は資金の域外流出の拡大を招き、（中略）地域経済にマ
イナスの影響を与える としており ）、信用金庫が役割を果たしているかを判断する指標と
して妥当であると考える。そして、 年 月現在 信用金庫の中から預貸率の高いもの
を抽出する。ここで留意する点は、預貸率はあくまでも信用金庫の行動の結果として用いる
こととし、その預貸率が相対的に高くなったという要因をインタビュー調査によって質的に
明らかにする点が本論の特徴である。当然、預貸率だけで信用金庫を評価するのではなく、
なぜ預貸率が高くなったのかについて、経営学的な視点から把握することに主眼を置き、そ
こから信用金庫の役割を発揮するための取り組みや方向性を議論する。
．データによる信用金庫業界の預金・貸出金推移
信用金庫全体の預金と貸出金の残高の推移は、信金中金地域中小企業研究所の発表データ
）調査依頼した信用金庫からは預貸率だけで評価をされたくないという意見もあった。もちろん、預貸率
がすべてではないが、今回は預貸率に敢えて焦点を当てて、信用金庫の行動を把握するものである。
）寺崎（ ） 。
によると年々減少傾向にある（図表 ）。 年 月から 年 月までの期間で、貸出金
は 年 月の 兆 億円をピークに減少し 年 月では 兆 億円となり 年以
降上昇している。一方の預金は同期間で 年 月の 兆 億円以降上昇を続けて、
年 月には 兆 億円となった。
このように信用金庫業界全体の預金量は増加しているが、貸出金が減少もしくは横ばいの
状態が続いている。これは信用金庫に限らず、地方銀行や第二地方銀行でも同じ傾向にある
のだろうか。図表 は預貸率を信用金庫、地方銀行、第二地方銀行ごとに算出し、グラフ化
したものである。 年 月から 年 月までの期間で、当初よりは 形態すべてが減少
はしているが、地方銀行と第二地方銀行は上下があるものの横ばいとなっている。しかし、
信用金庫は減少が続き、当初 ％あった預貸率が 年 月には ％を割り込み、 ％
台が続いている。すなわち、地方銀行や第二地方銀行に関しては貸出先が不明ではあるが、
預貸率 ％以上を維持しているにも関わらず、信用金庫は ％以下となり、地域から集めた
資金を地域に還元させる、すなわち地域内での貸出を行う行動、地域内循環の担い手として
機能していない可能性がある。
さらに、個々の信用金庫の預貸率を見るために日本銀行発表の 中小・地域金融機関の主
な経営情報 の 年 月期のデータを用いることにした ）。ここで発表されているデータ
を入力し、 信用金庫の預貸率について基本統計量を計算し、さらに比較対象として地方
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）日本銀行ホームページ（ アクセス）。
）信金中金地域・中小企業研究所発表の数値と金融庁発表の数値が異なるため、預貸率の数値も異なる。
図表 信用金庫の貸出金・預金残高推移（ ）
（注）信金中金地域・中小企業研究所 信用金庫統計 をもとに筆者作成
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銀行と第二地方銀行の預貸率についても基本統計量を算出した（図表 ））。信用金庫の預
貸率は他の つに比べ平均値が低く、また標準偏差が とばらついており範囲も と
広い。これは最小値の ％が影響しているものと推測する。
信用金庫の預貸率の現状を把握するためにヒストグラムを作成した（図表 ）。最頻値は
％から ％で 金庫存在しており、基本統計量とほぼ一致している。確かに、信用金庫は
地方銀行や第二地方銀行に比べて小規模な企業を対象としているため、貸出件数が伸びたと
しても 件当たりの貸出金額が小さいので貸出金額および預貸率が上昇しないことが予想さ
れる。しかし、信用金庫同士でも預貸率の範囲が広く、これだけ差が生じていることを考え
ると、これは信用金庫だから預貸率が低いという解釈ではなく、信用金庫それぞれの経営や
貸出への取り組み姿勢にも差があるのではないかという つの仮説が生じる。
図表 信用金庫・地方銀行・第二地方銀行預貸率推移（ ）
（注）図表 と同じ
図表 業態の預貸率の基本統計量
信用金庫 地方銀行 第二地方銀行
平 均
標準偏差
範 囲
最小値
最大値
中央値
（出所）筆者作成
．預貸率の高い信用金庫の抽出と調査概要
各信用金庫で経営や貸出（融資）への取り組みが異なることで、預貸率にも差が生じるので
はないか、という仮説を検証するため、まず預貸率の高い順に信用金庫を並べ替え、上位
金庫を抽出した（図表 ）。最も預貸率が高い大阪商工信用金庫は ％、 位のアイオー
信用金庫でも ％であった。当初、預貸率が高い信用金庫は人口が多く企業数も多い都
市部に集中しているのではないかと予想したが、抽出してみると東京や大阪といった大都市
圏に存在する信用金庫もあるが、奄美市や伊万里市、北海道茅部郡森町など比較的小さな市
や町に本店を置く信用金庫も抽出された。これは、小さな市や町では競合する金融機関がな
いために信用金庫が独占的に貸出を行っているのではないかと推測した。
このように抽出した 信用金庫に対して、 年 月に会長もしくは理事長宛にインタ
ビュー調査の依頼状を発送した。 の信用金庫から返信があり、うち の信用金庫から調査
可能という回答を得られた。 つの信用金庫に直接電話して調査の日程を調整し、 年
月から 月にかけて調査を実施した ）。
インタビュー調査は半構造化インタビューにより実施し、 預貸率の高さの要因、 融資
における特徴的な取り組み、 他金融機関との差別化戦略、 貴金庫の地域での存在意義や
役割、 今後の信用金庫の方向性、について書面にて事前に伝えておき、 時間ほど話を聞
いた。また、インタビュー調査にあたり、守秘義務を順守することを伝えた。調査を実施し
た信用金庫は、調査順に京都信用金庫、西武信用金庫、大阪商工信用金庫、宇和島信用金
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）調査依頼を送付したが諸般の事情で受けられないが、ディスクロージャー誌を送付してくださった信用
金庫もあった。
図表 信用金庫の預貸率ヒストグラム（ ）
（注）図表 と同じ。
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庫、大阪信用金庫、渡島信用金庫、鹿児島信用金庫、広島信用金庫、鹿児島相互信用金庫で
ある。これに加え、 年のインタビュー調査の際に調査実施を勧められた帯広信用金庫と
のと共栄信用金庫に 年 月に訪問し補足的調査を行った。
．調査の結果
インタビュー調査から得られた回答のうち、預貸率の高さに関する内容に限定する。今回
の調査にあたり前記したように つの仮説を立てていた。 つは信用金庫の預貸率の高さに
は特徴ある融資や取組をしていることが要因ではないか、もう つは預貸率が高い要因は、
地区に信用金庫と競合する金融機関がないことが要因となっているのではないかである。
今回の調査を実施するにあたり各信用金庫の本店や本部にてインタビューを実施したのだ
が、その際に近隣を調査すると、競合する金融機関の本店もしくは支店が存在していた（図
表 ）。たとえば、大阪商工信用金庫の本店所在地の大阪市中央区には全国各地から の金
融機関が進出しており本支店の総数はそれ以上になる。鹿児島信用金庫の本店と鹿児島相互
信用金庫の本店営業部は近くに立地しており、また鹿児島銀行本店や南日本銀行本店も近く
にあり、 つの金融機関の本店、本店営業部が一か所に集中していることになる ）。渡島信
図表 預貸率上位 信用金庫（ 年 月期）
信用金庫名 本店所在地 預貸率（％）
大阪商工信用金庫 大阪府大阪市
西武信用金庫 東京都中野区
奄美大島信用金庫 鹿児島県奄美市
伊万里信用金庫 佐賀県伊万里市
桐生信用金庫 群馬県桐生市
広島信用金庫 広島県広島市
コザ信用金庫 沖縄県沖縄市
渡島信用金庫 北海道茅部郡森町
京都信用金庫 京都府京都市
宮崎信用金庫 宮崎県宮崎市
鹿児島相互信用金庫 鹿児島県鹿児島市
鹿児島信用金庫 鹿児島県鹿児島市
たちばな信用金庫 長崎県諫早市
東京三協信用金庫 東京都新宿区
播州信用金庫 兵庫県姫路市
島根中央信用金庫 島根県出雲市
札幌信用金庫 北海道札幌市
大阪信用金庫 大阪府大阪市
宇和島信用金庫 愛媛県宇和島市
アイオー信用金庫 群馬県伊勢崎市
用金庫の本店の近くにはかつての北海道拓殖銀行で現北洋銀行の支店があり、森町にはその
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図表 調査対象信用金庫と本店所在地の競合地域中小企業金融機関
信用金庫 本店所在地 競合金融機関
大阪商工信用金庫 大阪市中央区 七十七銀行、群馬銀行、常陽銀行、千葉銀行、横浜銀
行、第四銀行、八十二銀行、北陸銀行、北國銀行、福井
銀行、静岡銀行、大垣共立銀行、十六銀行、三重銀行、
百五銀行、滋賀銀行、京都銀行、近畿大阪銀行、池田泉
州銀行、南都銀行、紀陽銀行、但馬銀行、鳥取銀行、中
国銀行、広島銀行、阿波銀行、百十四銀行、伊予銀行、
四国銀行、福岡銀行、十八銀行、肥後銀行、大分銀行、
宮崎銀行、鹿児島銀行、西日本シティ銀行、東京スター
銀行、愛知銀行、中京銀行、第三銀行、関西アーバン銀
行、大正銀行、みなと銀行、トマト銀行、徳島銀行、香
川銀行、愛媛銀行、大阪信用金庫、大阪厚生信用金庫、
大阪シティ信用金庫、永和信用金庫、北おおさか信用金
庫、尼崎信用金庫
西武信用金庫 東京都民銀行、興産信用金庫、東京シティ信用金庫、芝
信用金庫、東京三協信用金庫、西京信用金庫、城南信用
金庫、東京信用金庫、巣鴨信用金庫
広島信用金庫 広島市中区 スルガ銀行、鳥取銀行、山陰合同銀行、中国銀行、広島
銀行、山口銀行、百十四銀行、伊予銀行、四国銀行、福
岡銀行、西日本シティ銀行、東京スター銀行、もみじ銀
行、愛媛銀行、呉信用金庫
渡島信用金庫 茅部郡森町 北洋銀行
京都信用金庫 京都市下京区 スルガ銀行、滋賀銀行、京都銀行、近畿大阪銀行、関西
アーバン銀行、京都中央信用金庫
鹿児島相互信用金庫 鹿児島市 福岡銀行、肥後銀行、宮崎銀行、鹿児島銀行、西日本シ
ティ銀行、熊本銀行、宮崎太陽銀行、南日本銀行、鹿児
島信用金庫、奄美大島信用金庫
鹿児島信用金庫 鹿児島市 福岡銀行、肥後銀行、宮崎銀行、鹿児島銀行、西日本シ
ティ銀行、熊本銀行、宮崎太陽銀行、南日本銀行、鹿児
島相互信用金庫、奄美大島信用金庫
大阪信用金庫 大阪市天王寺区 紀陽銀行、近畿大阪銀行、関西アーバン銀行、大阪シ
ティ信用金庫
宇和島信用金庫 宇和島市 伊予銀行、愛媛銀行、香川銀行、四国銀行、高知銀行
）鹿児島相互信用金庫は本部機能と本店営業部を分離し、本部を別の地区に移している。
（注） ．本店所在地の競合金融機関。
．本店を斜字、信用金庫を太字にした。
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渡島信用金庫 店舗、北洋銀行 店舗が存在している。また、宇和島信用金庫本店の目の前
には伊予銀行の支店が、周辺には愛媛銀行、香川銀行、四国銀行、高知銀行が点在してお
り、競合店が存在している ）。このことから、競合する金融機関が存在しないために信用金
庫の預貸率が高いという仮説に関しては、上記の例からわかるように競合する金融機関は存
在しており、預貸率の高さを説明する根拠にはならないと判断した。
次に つの信用金庫に対してインタビュー調査の回答のまとめ、預貸率の高さの要因を図
表 に示した。
大阪商工信用金庫
大阪商工信用金庫の本店は大阪市中央区の松屋町筋に位置し、問屋や商店などが軒を並べ
る商店街の中にあり、 年度の預金積金残高は 百万円、貸出金残高は 百万
円であった ）。大阪商工信用金庫は 年に有限責任大阪商工信用購買組合として設立さ
れ、 年に有限責任大阪商工信用組合として金融業務の単独での営業を開始した。 年
に市街地信用組合法によって大阪商工信用組合となり、翌年中小企業等協同組合法に基づき
組織変更した。 年に信用金庫法制定により大阪商工信用金庫となり現在に至っている ）。
同信用金庫は預貸率の目標を ％プラスマイナス ％として設定している ）。今から 年
前に大阪の事業者に対して企業サポートという姿勢に転換をし、現在は地域中小企業の役に
立つために、従来型の信用金庫の営業スタイルである営業担当者の積金、集金をなくし、取
引先の中小企業の相談にのれる“経営アドバイザー”への転換を目指している。目先の利益
ではなく顧客が安心できる金融機関を目指しており、既存取引先だけの借入増加だけではな
く、他行からの借り換えや新規事業立ち上げによる新規融資で貸出を伸ばしており、これら
のことが要因で預貸率が高いという回答が得られた。また、働きやすい職場環境整備を充実
させ、働く者の気持ちが充実しているからこそ取引先への対応、サービスの向上が図られて
いた。
西武信用金庫
西武信用金庫は東京都中野区にあり、 中野駅から徒歩すぐの商店街のなかに本店は位
置する。 年度の預金積金残高は 百万円、貸出金残高は 百万円であっ
た ）。西武信用金庫は 年有限責任野方信用組合として設立され、 年に市街地信用組
合、 年に信用協同組合、 年信用金庫法により野方信用金庫となる。その後 年に
協立信用金庫と名称変更をし、 年に武陽信用金庫と合併した際に西武信用金庫と名称変
更し現在に至っている ）。
）堀江・川向（ ）で指摘されているように、本店だけで議論するべきではなく、各支店での競合を考
慮しなければならない。ただ、堀江・川向（ ）での議論は預貸率ではなく収益性の議論であるため、
支店と貸出に関する動きは今後検討しる必要性がある。
） 年 月期の数値で大阪商工信用金庫（ ） による。
）金融図書コンサルタント社（ ） 。
）大阪商工信用金庫の本店にてお話を伺った。
） 年 月期の数値で西武信用金庫（ ） による。
）前出、金融図書コンサルタント社（ ）、 。
同信用金庫の特色は、利用者の保護すなわち地域の中小企業などを保護するビジネスモデ
ルを打ち出している点である ）。量的面では信用金庫の本業である貸出による資金面での支
援を重視し、さらに お客様支援センター を設立することで外部機関や専門家と連携して
質的な面から取引先の経営サポートを実施し、貸出金の延滞率が ％という低い結果に現
れている。人事面でも競争を取り入れ、職員のモチベーション向上を図っている。価格競争
（金利競争）ではなくサポート支援の効果で取引先から西武信用金庫が選択されることによ
り貸出が増加し、預貸率の高さに結びついているという回答を得た。
広島信用金庫
広島信用金庫は、広島市中区の平和大通りに本店は面しており、 年度の預金積金残高
は 百万円、貸出金残高は 百万円であった ）。 年に広陵、牛田、三篠、
昭和、共済、広石、広島第一、白島、協立の 信用組合が合併し、広島市信用組合として設
立され、 年に広島信用組合、 年に広島信用金庫として発足した ）。
広島信用金庫では 年ごろから事業性融資の重要性を認識し、 年には渉外担当を事
業性融資に重点的に実施するようシフトさせた ）。信用金庫業界では貸出金が伸び悩む中、
同金庫は預貸率 ％以上を目安に設定している。各営業店にも事業性融資の重要性を徹底さ
せ、職員の階層ごとに役割別行動基準を設けて融資への意識の浸透を目指している。渉外担
当者には集合研修や育成プログラムを実施して、融資に強い人材の育成を図っている。取引
先に対して事業サポートや事業フェア、マッチングなどを無料で提供して支援し、将来の顧
客として取引拡大を視野に入れて実施している。また、渉外担当の定期積金や集金をこれま
では取りやめていたが、法人取引先に対しては復活させ、“渉外の足”による情報収集と窓
口による情報収集によって融資につなげていることが、預貸率の高さに結びついているとい
う回答を得た。
渡島信用金庫
渡島信用金庫は北海道茅部郡森町に本店があり、内浦湾に面した函館本線 森駅から徒
歩 分ほどに位置し、本店周辺には商店や漁港がある。 年度の預金残高は 百万
円、貸出金残高は 百万円であった ）。同金庫は 年に有限責任森村信用組合として
設立され、 年に森町信用組合に改組し、 年渡島信用組合に名称変更、 年に渡島
信用金庫に改組し現在に至る ）。
渡島信用金庫では、地域や中小企業の味方であるという自負のもと、困っているところに
融資をするという貸出姿勢を重視している ）。信用金庫の理事長をはじめ職員は、会員、地
域からの雇われの身であり、情報公開も積極的に実施しなくてはならないというガバナンス
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）西武信用金庫本店にてお話を伺った。
） 年 月期の数値で、広島信用金庫（ ） による。
）同上、 。
）広島信用金庫本店にてお話を伺った。
） 年 月期の数値であり、渡島信用金庫（ ） による。
）同上、 。
）渡島信用金庫本店にてお話を伺った。
中小企業金融における信用金庫の預貸率増加要因に関する研究（林）
の意識を同金庫では持つようにしている。また、地域に関するあらゆる情報を蓄積し、部
長、支店長が事業性融資の担当者となることで、融資判断、審査を迅速化させている。利用
者である中小企業が何を望むのかを念頭に置きながら商品開発を実践している。その中でほ
かの金融機関では類を見ない返済期間が 年という長期間の返済期間を持つ融資商品の開発
を行った。このような中小企業の経営におけるキャッシュフローを念頭に置いた支援を実施
していることが預貸率の高さにつながっているという回答を得た。また、地域の産業の発展
が重要であるという認識のもと、信用金庫の役割の一つとして、農業や漁業などを巻き込ん
だビジネスマッチングを推進し商品開発などの支援を行っている。
京都信用金庫
京都信用金庫は京都府下京区に本店はあり、四条通に面した商店が密集した繁華街に位置
している。 年度の預金積金残高は 百万円、貸出金残高が 百万円で
あった ）。同信用金庫は 年有限責任京都繁栄信用組合として設立され、 年に京都信
用組合に改称、 年に京都信用金庫と改組し、 年に京栄信用金庫、 年に大津市信
用金庫と合併し現在に至る ）。
京都信用金庫では預貸率を高く維持しようという意識を持っており、 雨の日により多く
の傘を貸す金融機関 を目指している ）。京都はもともと中小企業の街であり金融機関を多
く作らない政策をとっていた。このような背景もあり、同信用金庫では事業性融資、特に製
造業に対しての融資が大半を占めており、これは地域の雇用創出をするのは製造業であると
いう考えが基盤となっている。この結果、信用金庫業界の中でも不動産融資等で残高を増加
させている信用金庫とは異なり、製造業への事業性融資の割合が最も高い信用金庫となって
いる。同金庫の特色として、企業成長推進部を設けることで創業開業を支援したり、取引先
のマッチングの推進を図るために金庫内のシステムを活用した掲示板機能による職員間の情
報交換を実施している。創業相談をする際は京都信用金庫へという認識が取引先の間で広
がっており、創業予定者が取引先の紹介で相談に来店することもある。また、職員と顧客と
のやり取りを常に金庫内システムに記録する“コンタクト履歴”機能を導入し、次回にその
顧客と接した場合に職員の誰もがシステムにアクセスすることで適切なサービスを提供する
ことが可能となり、 お客様に一番近い金融機関 を実現し、これが預貸率の高さにつな
がっているという回答を得た。
鹿児島相互信用金庫
鹿児島信用金庫は鹿児島県鹿児島市に本店を有し、本店は鹿児島市の中心地である金融機関
や商業施設が立ち並ぶ天文館の一角にあるも、いわゆる本店の業務を効率化させるために本部と
して機能を独立させ郊外に本部を設けている ）。同信用金庫は 年有限責任鹿児島種苗信
）京都信用金庫（ ） 。
）同上 、前出金融図書コンサルタント社（ ） 。
）京都信用金庫本店にて、中田氏、中村氏からお話を伺った。
）本店は本店営業部として営業店としての機能、本部は経営企画部や審査部といったいわゆる本店機能を
有した組織とした。
用利用組合として設立され、 年に鹿児島相互信用利用組合、 年鹿児島相互信用購買
利用組合、 年鹿児島相互信用組合と改称し、 年に鹿児島信用金庫へと改組改称し、そ
の後、 年に鹿児島企業信用金庫、 年に川内信用金庫と合併し現在に至っている ）。
年度末の預金積金残高は 百万円、貸出金残高は 百万円であった ）。
鹿児島相互信用金庫は、 絶対に取引先を倒産させない という理念と取引先からは 必
ず面倒をみてくれる という評価に基づく長年にわたる同金庫との絆が重要であると考えて
いる ）。預貸率目標を ％とし、本業である融資が主体であり、有価証券などの運用はしな
い。取引先の状況や背景、経営者に関する情報をもっとも把握しているのは支店であり、支
店長の判断を尊重し融資する現場主義の実践をしている。事業主、会社、信用金庫からなる
三絋会 という組織づくりにより、横のつながりを強化しており、こういった努力によ
り、競争が激しい鹿児島においても他金融機関に取引先を奪われない自負を持っている。営
業担当者による預金・定期積金の集金業務は取引先から相談を受ける機会として重要であ
り、そこでの情報をキャッチする職員の力を育成するために月 回 いっぺこっぺ塾 とい
う任意で参加できる職員向け勉強会を開催し、営業担当者の教育を実施している。こういっ
た取り組みが預貸率の高さにつながっているという回答を得た。
鹿児島信用金庫
鹿児島信用金庫は鹿児島県鹿児島市に中心地である金融機関や商業施設が立ち並ぶ天文館
の一角にある本店を有している。同信用金庫は 年に鹿児島信用組合として設立され、
年に第一信用購買組合、 年に昭和信用組合を吸収合併、 年に鹿児島信用金庫に
改組改称し、 年に柿本寺信用金庫を吸収合併して現在に至る ）。 年度末の預金積金
残高は 百万円、貸出金残高は 百万円である ）。
鹿児島信用金庫は、運用に見合った預金業務し、預貸率 ％を目安としているものの、預
貸率を意識しているわけではない ）。同金庫は本業である中小企業融資が中心であり、有価
証券による運用といった他の与信運用を得意としていない。そもそも鹿児島県の地域特性と
して、経営者は増資による資金調達を行う意識が低く、金融機関の借入に依存しているた
め、鹿児島県の金融機関は預貸率が高い傾向にある ）。同信金では会員 名ほどの かし
んハッピー会 を組織し、各支店で交流を実施し、 何かあったら“かしん”へ という信
用金庫と顧客との距離感をなくす努力をしており、 件たりとも倒産させない という意
識で行動している。こういった地域金融機関としての役割を意識していることが預貸率の高
さにつながっているという回答を得た。
大阪商業大学論集 第 巻 第 号（通号 号）
）鹿児島相互信用金庫（ ） および前出金融図書コンサルタント社（ ） 。
）同上、鹿児島相互信用金庫（ ） 。
）鹿児島相互信用金庫本部にてお話を伺った。
）鹿児島信用金庫（ ） 。
）同上、 。
）鹿児島信用金庫本店にてお話を伺った。
）鹿児島県の地方銀行である鹿児島銀行の 年 月期の預貸率は ％、第二地方銀行の南日本銀行
は ％であり、同業種で前出の鹿児島相互信用金庫も今回の調査体調となっている。
中小企業金融における信用金庫の預貸率増加要因に関する研究（林）
大阪信用金庫
大阪信用金庫は大阪市天王寺区に本店はあり上町筋に面している。同信用金庫は 年保
証責任大阪信用組合 ）として設立され、 年に大阪信用組合に改組改称し、 年大阪
信用金庫へと改組改称、 年三和信用金庫と合併、 年に大阪第一信用金庫と相互信用
金庫の事業を譲り受け、 年には南大阪信用金庫と合併し現在に至る ）。 年度末の預
金積金残高は 百万円、貸出金残高は 百万円であった ）。
大阪信用金庫では、中小企業が多い大阪という地域特性があるため資金ニーズが高い特徴
もあり、大規模な企業をターゲットにせず、中小規模の企業を対象として地域に根を張った
経営を実施している ）。ある時期まで公共団体の制度融資を斡旋したり、外部機関のデータ
ベースを活用した格付を融資審査の際に利用したりしていた。しかし、その結果として職員
の審査能力、いわゆる“目利き”の低下が散見されたため、 年に融資に回帰し、審査能
力の向上を図ることにした。法人取引推進班を設置し、各支店を機動的に巡回して融資専属
チームとして行動し貸出増加に貢献している。さらにそのチームの活動を各支店の職員が触
れることによって、各職員の融資、審査能力の向上に寄与している。営業担当に重要な要素
は交渉力や人間的魅力であり、 から情報やニーズを把握するため、従来から信
用金庫が行ってきた営業担当者の訪問活動は重要である。各支店独自に提案セールスの方法
を考えたり、付設の研究所によるマッチングや外部の専門家との連携をしたりすることで
サービスの向上を図ることにより、金利競争ではなく金利以外で顧客から評価されるよう活
動していることが、預貸率の高さの要因として考えているという回答を得た。
宇和島信用金庫
宇和島信用金庫は愛媛県宇和島市にある信用金庫で、 宇和島駅から南に広がる商店街
を抜けた一角に本店はある。同信用金庫は 年有限責任宇和島信用購買組合として設立さ
れ、 年に保証責任宇和島信用購買組合、 年に宇和島信用組合へと改組、 年に宇
和島信用金庫へと改組改称し現在に至る ）。 年度末預金積金残高は 百万、貸出
金残高は 百万円であった ）。
宇和島信用金庫では、地元で後ろ指をさされないよう中小企業金融における 最後の砦
いうプライドを持って行動している ）。融資に際しては、支店と本部との連携を密にして事
前協議を実施し、迅速な融資判断の意思決定をすることで取引先にサービスを提供してい
る。従来の信用金庫の営業スタイルを踏襲し、営業担当者は訪問、面談回数を増やすために
定期積金や集金のために取引先を訪問し、そこで情報収集を行い、新規融資につなげてい
） 年に制定された産業組合法の第 条では 産業組合ノ組織ハ無限責任、有限責任及保証責任ノ三種
トス とし、 保証責任組合ニ在リテハ組合財産ヲ以テ其ノ債務ヲ完済スルコト能ハサル場合ニ於テ組合
員ノ全員カ其ノ出資額ノ外一定ノ金額ヲ限度トシテ責任ヲ負担ス と規定されていた。 年の改正では
無限責任と保証責任に限ることとされ 年間で組織変更が推進された（大阪毎日新聞 年 月 日）。
）大阪信用金庫（ ） および前出、金融図書コンサルタント社（ ）、 。
）前出、大阪信用金庫（ ） 。
）大阪信用金庫本店にてお話を伺った。
）宇和島信用金庫（ ） 。
）同上、 。
）宇和島信用金庫本店にてお話を伺った。
る。地元信用金庫として、知らない人がいないという長い付き合いから得られた借り手に関
するあらゆる情報（人脈、血縁などを含む）を各支店や担当者が蓄積している。単なる財務
諸表による定量的な審査ではなく、蓄積された定性的な情報を融資判断の資料とし、融資を
することで取引先から信頼を得られ、他の金融機関との金利競争をしないで融資が可能と
なっている。地方銀行など他の金融機関に負けるわけにはいかない、我々は撤退するところ
がないすなわち最後まで地元に残る、中小企業や地元を見捨てたことがないといった信用金
庫の矜持を有して行動している。そのほか郷土の歴史（宇和島伊達氏）を したり出身者
のアーティストの や絵を用いたカレンダーなどを発行したりすることで地元宇和島を応
援していることなどが預貸率の高い要因となっているのではないかという回答を得られた。
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図表 預貸率が高い要因の調査結果
信用金庫 預貸率の高い要因
大阪商工信用金庫 ・預貸率の目標を設定（ ％ ％）。
・ 年前に大阪の事業者に対して企業サポートへ転換。
・地域に役立つために営業担当者の積金、集金をなくし“経営アドバイ
ザー”を目指す。
・目先の利益ではなく顧客が安心できる金融機関を目指す。
・新規融資で貸出を伸ばす。
西武信用金庫 ・利用者保護、すなわち地域の中小企業などを保護するビジネスモデル。
・信用金庫の本業である貸出を重視（量的）。
・ お客様支援センター を設立し質的にサポートを実施し、延滞率 ％。
・価格競争（金利競争）ではなくサポート支援の効果で貸出増加。
・人事制度の改革で職員のモチベーション向上を図る。
広島信用金庫 ・ 年に渉外担当を事業性融資に転換。
・預貸率 ％以上を目安。
・渉外集合研修（育成プログラム）を実施し融資に強い人材の育成。
・取引先を事業サポートやフェアを通じて無料で支援し、将来の顧客とし
て取引拡大を狙う。
・渉外担当の定積・集金を法人先には復活させ、“渉外の足”と窓口で情
報収集し融資につなげる。
渡島信用金庫 ・地域、中小企業の味方として、困っているところに融資。
・会員、地域からの雇われの身という意識。
・部長、支店長が事業性融資を担当し、意思決定を迅速化。
・中小企業が望む融資商品の開発（返済期間 年）。
・中小企業のキャッシュフローを支援する。
京都信用金庫 ・京都は中小企業の街であり金融機関を多く作らない政策。
・預貸率を高く維持しようという意識。
・事業性融資を積極的に行い、特に製造業中心。地域の雇用創出をするの
は製造業であるという考えが基盤。
・事業性融資の割合が最も高い信用金庫。
中小企業金融における信用金庫の預貸率増加要因に関する研究（林）
．まとめ 地域金融機関としての評価項目の必要性
本論では つの仮説を立てて議論を展開した。 つは預貸率が高い信用金庫は地区に信用
金庫と競合する金融機関がないことが要因となっているのではないか、もう つは信用金庫
の預貸率の高さには特徴ある融資や融資に関する取組をしていることが要因ではないか、で
ある。
つ目の仮説に関しては、今回取り上げた信用金庫ではいずれも競合する金融機関が存在
し、各信用金庫が独占的に地域に存立しているわけではなかった。地方都市の信用金庫で
あったとしても、たとえば宇和島信用金庫のように本店の周りに高知銀行、愛媛銀行、伊予
銀行、四国銀行、香川銀行といった地方銀行や第二地方銀行があり、地域を独占していない
ことが明らかになった。 つ目の仮説に関しては、調査対象の信用金庫はいずれも中小企業
向けの事業性融資に積極的な戦略をとっており、その結果として預貸率が上昇していること
が明らかになった。
さらに融資方針について調査対象の信用金庫の行動を つに分類するならば、従来型の信
信用金庫 預貸率の高い要因
鹿児島相互信用金庫 ・ 絶対に取引先を倒産させない という理念と取引先からは 必ず面倒
をみてくれる という評価に基づく長年にわたる絆。
・預貸率目標を ％とし、本業は融資であり有価証券運用はしない。
・支店長の判断を尊重し融資する現場主義の実践。
・ 三絋会 という組織づくりによりサポート。
・預金・積金は相談を受ける機会として重要。
・ いっぺこっぺ塾 を開催し、営業担当者教育。
鹿児島信用金庫 ・運用に見合った預金調達し、預貸率 ％が目安。
・本業である中小企業融資中心。
・他の与信運用が苦手。
・鹿児島の地域特性（増資による調達意識が低く、地域の金融機関に依存。）
大阪信用金庫 ・大阪という資金ニーズが高い地域性。
・ 年に融資に回帰し、審査能力の向上を図る。
・法人取引推進班を設置、貸出増加に貢献。
・営業担当に重要な要素が交渉力、人間的魅力であり、訪問により情報や
ニーズをつかみ登録し活用。
宇和島信用金庫 ・地元で後ろ指をさされないよう、 最後の砦 いうプライド。
・迅速な融資判断の意思決定（即日判断）。
・従来型の営業担当者の定積・集金訪問面談により情報収集を新規融資に
つなげる。
・金利競争をしない。
・地元信用金庫として長い付き合いから人や企業に関する情報蓄積。
用金庫の営業スタイル、いわゆる集金業務の徹底により得られた情報による融資拡大 ）と
融資獲得のための融資に特化した組織改革や戦略の遂行による融資拡大とに分けられる。前
者が“集金訪問型情報生産融資”、後者が“事業性融資特化型情報生産融資”といえよう。
つともに取引先の情報収集やニーズ把握という点では訪問を前提にしている点は共通して
いる。集金業務を廃止もしくは縮小している信用金庫もあるが、信用金庫の特徴である“顧
客訪問による情報生産機能”は不可欠であり、アプローチが異なっているといえよう。ま
た、どちらか一方を採用して融資を伸ばしている信用金庫もあれば、 つの方針を併せて融
資を拡大している信用金庫もあった。具体的な取組としては融資に関する職員教育の再徹
底、融資に対応できる組織改革、外部人材等の活用、長期返済の融資商品の開発が挙げられ
た（図表 ）。そのほかにも取引先の組織化や地元の一員として地域活動に参加する取り組
みが見受けられた。
しかし、 年に実施した帯広信用金庫へのヒアリング調査では、信用金庫を預貸率で評
価すべきではないという指摘が得られた。 預貸率は地域の経済状況の写しであり、金融機
関だけの課題ではない。地域内での金融機関ごとの貸出シェア率も見るべきであるし、貸出
件数も評価の際に見るべき指標 であると指摘された。現在、金融機関は支店を維持するた
めには貸金による営業収入だけでは困難であり、また、のと共栄信用金庫では 地方では企
業数が減少しており、信用金庫自ら起業のサポートを行い取引先の増加を目指している と
いう。こういった指摘から信用金庫の評価指標として単独で預貸率を用いることは、信用金
庫の置かれている背景を把握できていない点がある。協同組織金融機関は株式会社と異なり
収益性や効率性の追求を目指すべきではないが、保有する債権の不良債権化を念頭に置き十
分な引当金を積めるだけの収益は確保しなくてはならない。ゆえに収益性や効率性も無視で
きないため支店の統廃合や人員の削減を迫られるというジレンマに信用金庫は陥っている。
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）いわゆるリレーションシップバンキングであるが、信用金庫では以前から行われてきた営業スタイルで
ある。
図表 調査結果による融資拡大の要因
信用金庫
情報生産の分類 具体的な取組
集金訪問型
事業性融資
特化型
職員教育 組織改革 外部活用 新商品開発
大阪商工
西武
広島
渡島
京都
鹿児島相互
鹿児島
大阪
宇和島
（注）調査結果によるもので、実際には取組がなされている場合もある。
中小企業金融における信用金庫の預貸率増加要因に関する研究（林）
人件費や支店の運営費を必要なコストとして認識し、それを補えるだけの収益、地域におけ
る金融の担い手として存続可能な収益の確保が信用金庫には課せられていることが調査から
明らかとなった。
今後、信用金庫が目指す方向性を検討するならば、従来からの地域に密着した経営に加
え、さらなる地域・中小企業のニーズに対応できるワンスポットサービスの実現に向けた動
きであろう。これには中小企業の経営課題を資金面からだけではなく、様々なニーズに対応
できるという質的なサポート体制を構築し強化が必要である。すべての協同組織金融機関の
サービスが中小企業のニーズに対応できているとは言えず、他の金融機関に取引を変更され
るケースすら存在する。たとえば、中小企業の事業承継のための のサポートなどは
強化すべき分野であり、外部資源を活用して に対応している信用金庫もある。地域
経済にとって重要な中小企業を廃業させ損失させるのではなく、 を通じて事業の存
続、雇用の確保を実現し地域経済を守ることができ、さらには信用金庫の手数料収入や付随
した取引の拡大が期待できる。そのためには、専門的な知識を有した人材育成を実施し配置
する戦略も考えられる。こういった地域や取引先の潜在的ニーズを顕在化させるためは、取
引先と地域的、取引的に近い関係にある協同組織金融機関の強みを発揮しなくてはならな
い。存続可能な収益を確保し、敢えてコストをかけてでも近接性や親密性を機能させ利用者
の期待に応えられる金融サービスの実現、これが株式会社金融機関と一線を画してでも協同
組織金融機関の目指す方向性の一つである。
財務データを用いて多変量解析といった量的研究が進展する中で、本論は各信用金庫の取
組をヒアリング調査することによって預貸率の高さの要因の把握を試みた質的研究として一
定の成果をあげられた。しかし、調査先からの指摘があったように、信用金庫の評価指標の
再検討が必要であることが今後の課題としてあげられる。協同組織金融機関を評価する場
合、 などの収益性や預貸率による評価だけではなく、金融機関が地域経済にどれだけ
還元、貢献しているのかを判断できる数値を取り上げなければならない。今回は預貸率を評
価指標として抽出したが、貸出先件数の増加、コア業務純益 ）といった存続可能な収益性
の分析、支店の状況など信用金庫自身の指標、また新規起業数や人口など外部の地域経済を
反映する指標などを取り込んだ信用金庫の新たな評価指標を考案しなければならない。今
後、量的研究と質的研究を合わせて分析を行い、信用金庫関係者等へのヒアリングを併せて
精査する必要がある。
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